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Foreign Languag

HOME › 保健福祉部 › 福祉局⾼齢者保健福祉課 › ⾼齢者施設等における虐待防⽌に関する取組について

⾼齢者施設等における虐待防⽌に関する取組について

◇施設・事業所における⾼齢者虐待防⽌のための体制整備◇

◇介護施設・事業所における虐待防⽌研修◇

利⽤者の⼈権の擁護、虐待の防⽌等を推進する観点から、⾼齢者施設等に対して、虐待の発⽣⼜はその
再発を防⽌するための措置（1.虐待の発⽣⼜はその再発を防⽌するための委員会の開催、2.指針の整
備、3.研修の実施、4.担当者を定めること）が講じられていない場合には、令和6年4⽉から基本報酬
が減算（所定単位数の1/100）されるなど、⾼齢者施設等における虐待防⽌に係る各種取組が必須とな
るとともに、その取組の実効性についても、求められているところです。

こうした状況も踏まえ、各施設において取り組まれている「⾼齢者虐待防⽌のための体制整備」や「虐
待防⽌研修」などが、より実効性のあるものとなるよう、以下のコンテンツをご紹介させていただきま
すので、各施設における各種取組内容に係る検討・検証の参考とされるなど、積極的なご活⽤をお願い
します。

－ 社会福祉法⼈東北福祉会 認知症介護研修・研修仙台センター  ホームページ掲載 －
  

https://www.dcnet.gr.jp/support/research/center/detail_410_center_3.php

（PDF︓28,625KB）

カテゴリー

福祉局⾼齢者保健福祉課メニ

ュー

北海道トップ

 検索

カテゴリから探す 組織から探す 防災情報

ページ内⽬次

◇施設・事業所における⾼齢者虐待防⽌のための体制整備◇

【体制整備の基本と参考例】

介護・福祉施設

注⽬情報

介護関係職員研修

調査・統計・発⾏物

⼊札・契約・補助⾦

災害関係

基盤整備係

計画

検討協議会

基盤整備等の補助⾦

ユニットケア研修

⼈材育成係・介護⼈材係

所管事業⼀覧

北海道介護のしごとポータルサ

イト

研修⼀覧

道内各市町村の取組について

介護運営係

介護保険

⾼齢者虐待防⽌

介護保険最新情報

喀痰吸引について

⽣きがい・社会参加

事業運営係（指定）

介護保険サービス事業所の指定

申請等に関するお知らせ

読み上げる
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北海道指定居宅サービス等の基

準条例について

介護保険サービス事業所・⽼⼈
福祉施設⼀覧

介護保険サービス事業所に関す

る各種申請及び取扱い

⽼⼈福祉施設及び有料⽼⼈ホー
ムに関する各種申請等について

福祉⽤具専⾨相談員講習会につ

いて

介護サービス情報公表・地域密
着型外部評価

新型コロナウイルス感染症に係

る各種通知等（介護事業者あ

て）

サービス付き⾼齢者向け住宅

事業運営係（指導）

介護保険施設等指導監査要綱・

要領

介護保険施設等現況報告

介護保険施設等⾃⼰点検表

介護サービス事業者の業務管理

体制整備

介護サービス事業者の業務管理

体制⼀般検査

介護サービス事業者・有料⽼⼈

ホーム集団指導に係る資料

市町村指導

介護保険施設等に対する⾏政処

分について

業務継続計画（ＢＣＰ）

北海道国⺠健康保険団体連合会

⾼齢者虐待防⽌に係る実態調査

⽼⼈福祉施設指導監査要綱・要

領・⾃⼰点検表

各種マニュアル

⾼齢者施設等における虐待防⽌

に関する取組について

地域⽀援係

地域包括ケアシステム

ケアラー

認知症施策

⽣きがい・社会参加
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ー MS&ADインターリスク総研株式会社  ホームページ掲載 －

https://www.irric.co.jp/reason/research/index.php

PDF︓1600KB）

◇介護施設・事業所における虐待防⽌研修◇

【虐待防⽌研修 プログラムの使い⽅】

その他

⾏政⼿続法・⾏政⼿続条例によ

る審査基準・不利益処分基準

その他
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【研修担当及び司会者⽤資料】
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https://www.irric.co.jp/reason/research/2020_welfare_ap_doc/index.php

https://www.irric.co.jp/reason/research/2020_video_a/index.php

https://www.irric.co.jp/reason/research/2020_video_b/index.php

【学習者⽤視聴動画 Ａ】

【学習者⽤視聴動画 Ｂ】
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保健福祉部福祉局⾼齢者保健福祉課
〒060-8588 札幌市中央区北3条⻄6丁⽬
TEL : 011-204-5271
FAX : 011-232-8308

最終更新⽇︓2024年6⽉10⽇（⽉曜⽇）

PDFファイルをご覧いただくためには、Acrobat Readerのプラグイン（無償）が必要となります。

お持ちでない場合は、お使いの機種とスペックに合わせたプラグインをインストールしてください。
Acrobat Readerをダウンロードする

お問合せ・相談窓⼝ 庁舎のご案内 サイトポリシー 個⼈情報の取扱いについて サイトマップ 北海道のオープンデータの取組

© 2021 HOKKAIDO GOVERNMENT

カテゴリ 介護・福祉施設

福祉局⾼齢者保健福祉課のカテゴリ ⾼齢者虐待防⽌に係る実態調査

⾼齢者施設等における虐待防⽌に関する取組について

このページに関するお問い合わせ

お問い合わせフォーム

〒060-8588 札幌市中央区北3条⻄6丁⽬  電話番号 011-231-4111（総合案内）
⼀般的な業務時間︓8時45分から17時30分（⼟⽇祝⽇および12⽉29⽇〜1⽉3⽇はお休み）

法⼈番号︓7000020010006
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⾼齢者虐待防⽌
施設・事業所における

のための体制整備

令和３年度基準省令改正等に伴う
体制整備の基本と参考例

令和4年3⽉版

令和3年度⽼⼈保健健康増進等事業
（⽼⼈保健事業推進費等補助⾦）
介護保険施設・事業所における⾼齢者虐待防⽌に資する
体制整備の状況等に関する調査研究事業

【報告書別冊】

社会福祉法⼈東北福祉会
認知症介護研究・研修仙台センター

認知症介護研究・研修仙台センター

⾼齢者虐待は、広い意味では「⾼齢者が他者からの不適切な扱いにより権利利益が
侵害される状態や⽣命、健康、⽣活が損なわれるような状態に置かれること」という
ことができます。
こうした「虐待」は、どのような⼈に対しても⾏われるべきではありません。
特に、⾼齢期にあり、介護や⽇常⽣活の世話（養護）を必要とする⼈は、⾃ら積極

的に助けを求めることがしにくくなる場合や、権利や⽣活が他者から脅かされやすく
なる場合があるため、適切に権利擁護をはかることが求められます。

令和３年度基準省令改正等に伴って求められている体制整備の基本的な内容を理解
し、⾼齢者虐待防⽌の取り組みを適切に進めていきましょう。

はじめに

令和3年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）
「介護保険施設・事業所における高齢者虐待防止に資する体制整備の状況等に関する調査研究事業」
　【報告書別冊】ダイジェスト動画使用スライド

認知症介護研究・研修仙台センター 1
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認知症介護研究・研修仙台センター

内容（⽬次）

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

具体的な体制整備にむけてⅡ

１．⾼齢者虐待の防⽌
２．⾝体拘束に対する取り組みの適正化

【注意】 ⾼齢者虐待防⽌のための体制整備（義務）との関係

１．委員会組織の設置と運営
２．指針の策定と活⽤
３．研修の企画と運営

認知症介護研究・研修仙台センター

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

2

令和3年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）
「介護保険施設・事業所における高齢者虐待防止に資する体制整備の状況等に関する調査研究事業」
　【報告書別冊】ダイジェスト動画使用スライド

認知症介護研究・研修仙台センター 
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認知症介護研究・研修仙台センター

【⾼齢者虐待】養護者

養介護施設
従事者等

市
町
村

65歳以上の⼈
（＋養介護施
設・事業を利
⽤する65歳未
満障害者）

⽇常的に世話をし
ている家族・親族・
同居⼈などの、 ⾼
齢者を現に養護し
ている⼈

⽼⼈福祉法・介
護保険法に定め
る養介護施設・事
業所の業務に従
事する⼈

発⾒者による通報
（義務/努⼒義務）
被害者からの届出

⼼理的虐待 事実確認調査
介⼊・⽀援（保護や措
置、養護者⽀援を含む）

（従事者）
⽼⼈福祉法・介護保
険法の権限⾏使

地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
︵
養
護
者
︶

都
道
府
県
︵
養
介
護
施
設
従
事
者
等
︶

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

１ ⾼齢者虐待の防⽌

（⾼齢者虐待防⽌法の枠組み）

早期発⾒（第5条）
通報（第7条・21条）

虐待防⽌措置
（第20条）

●研修の実施
●苦情処理体制の整備
その他の虐待防⽌措置

（p.2〜）

認知症介護研究・研修仙台センター

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

令和3年度
介護報酬改定・
基準省令改正

虐待防⽌の体制整備が義務化

●3年間の経過措置期間
（令和6年4⽉1⽇より義務、
それ以前は努⼒義務）

●全介護サービスが対象
（＋軽費・養護⽼⼈ホーム）
（有料⽼⼈ホームは「設置運営標
準指導指針」で同様の提⽰）

●運営規定への明⽂化

指定居宅サービス等の事業の⼈員、設備及び運営に関する基準等の⼀部を改正する省令（令和3年厚⽣労働省令第9号）、及び関係する解釈通知等による

委員会
未然防⽌・早期発⾒、発

⽣後の再発防⽌等の対応
のための対策検討を⾏う委
員会組織を設置し、定期
的に開催。結果を従業者に

周知徹底する。

指針
施設・事業所における虐

待防⽌に関する基本的な
考え⽅や、委員会等の組
織や研修、虐待等が発⽣し
た場合の対応や相談・報告

の体制・⽅法等に
ついて明⽂化。

研修
基礎的な内容の普及・啓

発や、指針に基づく虐待防
⽌策の徹底をはかる。
定期的な実施ならびに新

規採⽤時の実施、及び研
修内容の記録も必要。

担当者
虐待の防⽌に関す

る措置を適切に実施
するための担当者の
選任。

虐待防⽌
のための
体制整備

3

令和3年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）
「介護保険施設・事業所における高齢者虐待防止に資する体制整備の状況等に関する調査研究事業」
　【報告書別冊】ダイジェスト動画使用スライド

認知症介護研究・研修仙台センター 
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認知症介護研究・研修仙台センター

要件
（減算においては
いずれかがなされ
ていない場合）

（前提として、緊急やむを得ない場合を除いて原則禁⽌）
１．例外的に⾝体拘束を⾏う場合の記録（２年間保存）
２．⾝体的拘束等の適正化をはかるための措置
➊委員会の開催（３⽉に１回以上）
➋指針の整備
➌研修の定期的実施（年２回、新規採⽤時必須）

対象事業
（介護保険）

○ 介護⽼⼈福祉施設
○ 介護療養型医療施設
○（介護予防）特定施設
○ 地域密着型特定施設

○ 介護⽼⼈保健施設
○ 地域密着型介護⽼⼈福祉施設
○（介護予防）認知症対応型共同⽣活介護
○ 介護医療院

減算割合 利⽤者全員について所定単位数から10％減算
（事実が⽣じた⽉の翌⽉から改善が認められた⽉まで、最低３か⽉）

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

２ ⾝体拘束に対する取り組みの適正化
【基準省令における⾝体拘束の適正化要件及び⾝体拘束廃⽌未実施減算の内容】

緊急やむを得ない場合
に例外的に⾏われるも
のを除いて、

⾝体拘束は
原則として

⾼齢者虐待に該当

（p.7〜）

厚⽣労働省⽼健局総務課介護保険指導室「⾝体拘束等の廃⽌に関する指導及び⾝体拘束廃⽌未実施減算の適⽤の考え⽅について（疑義照会回答）」（令和3年2⽉18⽇事務連絡）等を参考に作成

認知症介護研究・研修仙台センター

要件
（減算においては
いずれかがなされ
ていない場合）

（前提として、緊急やむを得ない場合を除いて原則禁⽌）
１．例外的に⾝体拘束を⾏う場合の記録（２年間保存）
２．⾝体的拘束等の適正化をはかるための措置
➊委員会の開催（３⽉に１回以上）
➋指針の整備
➌研修の定期的実施（年２回、新規採⽤時必須）

対象事業
（介護保険）

○ 介護⽼⼈福祉施設
○ 介護療養型医療施設
○（介護予防）特定施設
○ 地域密着型特定施設

○ 介護⽼⼈保健施設
○ 地域密着型介護⽼⼈福祉施設
○（介護予防）認知症対応型共同⽣活介護
○ 介護医療院

減算割合 利⽤者全員について所定単位数から10％減算
（事実が⽣じた⽉の翌⽉から改善が認められた⽉まで、最低３か⽉）

⾼齢者虐待防⽌のために求められる体制整備の概要Ⅰ

【基準省令における⾝体拘束の適正化要件及び⾝体拘束廃⽌未実施減算の内容】

（p.10〜）

注意 ⾼齢者虐待防⽌のための体制整備（義務）との関係

「虐待防⽌」の
取り組みとの関係

●委員会の⼀体的な設置・運営
は可能だが、いずれかへの
「⼀本化」の意味ではない

●それぞれの役割や取り扱う事
項の範囲を明確にしておく

●指針は内容としてはそれぞれ
独⽴させる

●研修は両者の委員会合同で実
施することは考えられるが、
どちらからみても不⾜のない
内容にする

4

令和3年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）
「介護保険施設・事業所における高齢者虐待防止に資する体制整備の状況等に関する調査研究事業」
　【報告書別冊】ダイジェスト動画使用スライド

認知症介護研究・研修仙台センター 

11



認知症介護研究・研修仙台センター

具体的な体制整備にむけてⅡ

認知症介護研究・研修仙台センター

具体的な体制整備にむけてⅡ

１ 委員会組織の設置と運営
（p.13〜）

『虐待の防⽌のための対策を検討する委員会』
（虐待防⽌検討委員会）

役割
➊未然防⽌（発⽣の防⽌）
➋悪化防⽌（早期発⾒・迅速

かつ適切な対応）
➌再発防⽌

構成メンバーと役割
●決定権者の参画
●幅広い職種、責務・役割の

明確化
●専⾨家の活⽤検討

開催頻度・⽅法
●定期的な開催
●テレビ電話装置等の活⽤可

検討事項
●組織、指針、研修、相談・報

告、通報、再発防⽌、評価
●計画と進捗管理
●検討結果の周知徹底

設置・運営形態
●基本は独⽴・指定事業ごと

だが、他の会議体・他事業者
との連携による合同開催も可

●ただし、役割・範囲は明確に

設置規定・要綱等の整備

解釈通知を参考に

指定居宅サービス等の事業の⼈員、設備及び運営に関する基準等の⼀部を改正する省令（令和3年厚⽣労働省令第9号）、及び関係する解釈通知等を参考に作成
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認知症介護研究・研修仙台センター

具体的な体制整備にむけてⅡ

２ 指針の策定と活⽤
（p.24〜）

指針に盛り込むべき事項（解釈通知による）
施設（事業所）における虐待の防⽌に関する基本的考え⽅
虐待防⽌検討委員会その他施設（事業所）内の組織に関する事項
虐待の防⽌のための職員研修に関する基本⽅針
虐待等が発⽣した場合の対応⽅法に関する基本⽅針
虐待等が発⽣した場合の相談・報告体制に関する事項
成年後⾒制度の利⽤⽀援に関する事項
虐待等に係る苦情解決⽅法に関する事項
利⽤者（⼊所者）等に対する当該指針の閲覧に関する事項
その他虐待の防⽌の推進のために必要な事項

適切に内容を
満たし、
かつ具体的に
整理すること
が必要

指定居宅サービス等の事業の⼈員、設備及び運営に関する基準等の⼀部を改正する省令（令和3年厚⽣労働省令第9号）、及び関係する解釈通知等を参考に作成
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冊⼦内では
指針の参考例
も掲載
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令和3年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）
「介護保険施設・事業所における高齢者虐待防止に資する体制整備の状況等に関する調査研究事業」
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認知症介護研究・研修仙台センター 
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認知症介護研究・研修仙台センター

具体的な体制整備にむけてⅡ

３ 研修の企画と運営
（p.35〜）

制度上求められている研修

求められている
「研修」

と対象となる
「虐待」
の理解

研修の内容
（⽬標）
の確認

研修の
実施と記録

研修の企画
と委員会、

指針との関係

⼩規模な事業所での研修
●法⼈内の複数事業所や他委員会

との合同開催
●⾃治体実施の研修会への参加
●複数の事業所による合同開催

研修の企画

研修と指導・教育体制

先輩や上司からのリ
アルタイムの助⾔指
導と権限委譲、実
践しながらの学びや

経験

OJT
(On-the-job Training)

仕事の現場を離れた
主に集合型の教育、
⼀般化された知識・
技術の学びや共有

Off-JT
(Off-the-job Training)

SDS(Self-Development-System) 
⾃⼰啓発（⾃⼰
学習）の促進

研修の企画
●解釈通知が⽰す回数（年

１／２回）を最低限満たす
●合同開催時の内容の異同

関係には注意（⾝体拘束等）

研修の評価 出席できない⼈への対応

何が求められているか
確認し、研修企画を
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研修の内容

❷防⽌のため
の取り組み
を⾏うべき
対象

➌未然防⽌（発⽣の防⽌）
のために取り組むべき内容

●ふりかえり、気づきとその共有
●代替となる適切なケアの⽅法
●職員が相談・報告できる体制
●ストレスマネジメントやアンガーマ

ネジメント

❹悪化防⽌（早期発⾒・迅
速かつ適切な対応）のため
に実施すべき内容

●⾼齢者虐待防⽌法に基づく通
報義務及び通報先

●施設・事業所内での報告の窓
⼝・対応の流れ

❶虐待等の防⽌をは
かる意義

●⾼齢者虐待防⽌法
や基準省令・解釈通
知、あるいは介護保
険法等に共通する虐
待防⽌の趣旨を説明

➎再発防⽌
を含めた当
該施設等
の体制・取
り組みの内
容・状況

教材・ツールの活⽤
●まずは所在市町村・

都道府県のウェブサイ
トや集団指導資料、
通知等を確認

研修の⽅法

講義と演習
●講義と演習の適切な組み合

わせを検討
参加型（演習）

・事例検討
・グループ討論
・取組報告…

伝達型（講義）
○前提知識の共有
○考え⽅の整理
○知識の体系化

○主体的に考え
結論を⾒出して
いく⼒の醸成

教材・ツールの活⽤

冊⼦内では教材・
ツールの参考例も掲載

指定居宅サービス等の事業の⼈員、設備及び運営に関する基準等の⼀部を改正する省令（令和3年厚⽣労働省令第9号）、及び関係する解釈通知等を参考に作成
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認知症介護研究・研修仙台センター

具体的な体制整備にむけてⅡ

冊⼦内では、⼤規模調査
の回答から得られた、
「委員会」「指針」
「研修」の⼯夫例を
多数掲載

冊⼦PDF版、事業報告書は
『DCnet』で公開しています。
https://www.dcnet.gr.jp/

本冊⼦は、令和3年度⽼⼈保健健康増進等事業「介護保険施設・事業所における⾼齢者虐待防⽌に資する体制整備の
状況等に関する調査研究事業」において、下記委員による検討委員会により同事業の報告書別冊として作成しました。

⽒名 所属

安藤 千晶 公益社団法⼈⽇本社会福祉⼠会，
⼀般社団法⼈静岡市清⽔医師会在宅医療介護相談室

遠藤 英俊 いのくちファミリークリニック，聖路加国際⼤学，
⼀般社団法⼈⽇本⾼齢者虐待防⽌学会

梶川 義⼈ ⽇本虐待防⽌研究・研修センター，桜美林⼤学・淑徳⼤学短期⼤学部

境野 みね⼦ ⽇本ホームヘルパー協会，⼀般社団法⼈千葉県ホームヘルパー協議会，
株式会社愛ネット

佐々⽊ 勝則
社会福祉法⼈桜井の⾥福祉会，公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会新潟県⽀部
⼀般社団法⼈新潟県介護⽀援専⾨員協会，全国地域包括・在宅介護⽀援センター協議会
全国社会福祉協議会種別協

進藤 由美 国⽴研究開発法⼈国⽴⻑寿医療研究センター企画戦略局
松本 望 北海道医療⼤学看護福祉学部臨床福祉学科
三好 登志⾏ 佐藤健宗法律事務所，⽇本弁護⼠連合会⾼齢者・障害者権利⽀援センター

森岡 豊 公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会
介護保険事業等経営委員会 特別養護⽼⼈ホーム部会

吉⽥ 剛 神奈川県福祉⼦どもみらい局福祉部⾼齢福祉課⾼齢福祉グループ
加藤 伸司

認知症介護研究・研修仙台センター阿部 哲也
⽮吹 知之
吉川 悠貴
オブザーバー
⽇野 徹 厚⽣労働省⽼健局⾼齢者⽀援課課⻑補佐
⼄幡 美佐江 厚⽣労働省⽼健局⾼齢者⽀援課⾼齢者虐待防⽌対策専⾨官

（50⾳順・敬称略）
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社会福祉法⼈東北福祉会
認知症介護研究・研修仙台センター
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介護サービス利用にあたっての北海道からのお願い介護サービス利用にあたっての北海道からのお願い

～ ハラスメントは介護サービスの提供を困難にし、

介護職員の心身にも深刻な影響を与えるおそれがあります ～

皆さまが、今後も住み慣れた地域で安心して暮らして

いただくためにも、介護サービスの適切な利用について、

ご理解・ご協力をお願いします。

介護現場におけるハラスメント介護現場におけるハラスメント

１． 身体的暴力

身体的な力を使って、危害を及ぼす行為身体的な力を使って、危害を及ぼす行為

例 ： たたく・蹴る ／ ものを投げつける ／ つばを吐く例 ： たたく・蹴る ／ ものを投げつける ／ つばを吐く

２． 精神的暴力

個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、

おとしめたりする行為おとしめたりする行為

例 ： 大声を発する ／ 怒鳴る ／ 職員にいやがらせをする例 ： 大声を発する ／ 怒鳴る ／ 職員にいやがらせをする

理不尽なサービスを要求する理不尽なサービスを要求する

３． セクシャルハラスメント

意に沿わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求などの意に沿わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求などの

性的ないやがらせ行為性的ないやがらせ行為

例 ： 必要も無く手や腕を触る ／ 抱きしめる例 ： 必要も無く手や腕を触る ／ 抱きしめる

入浴介助中、あからさまに性的な話をする入浴介助中、あからさまに性的な話をする

※認知症等の病気、または障がいの症状として現れた言動は除かれます。

－ 発行 北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課 －

「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」（令和４年３月改訂 厚生労働省補助事業）を参考に作成
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